
港区窓口総合支援システム構築業務　一次審査　要件評価シート

一次審査（要求）
【要求内容評価点数基準】
５　要件を満たしており、根拠も具体的に示されている
４　要件を満たしており、一部の要件については根拠が具体的に示されている
３　要件を満たしているが、根拠が具体的に示されていない
２　一部の要件を満たしているが、根拠が具体的に示されていない
１　殆どの要件を満たしていない

事業者2 事業者4 事業者5 事業者7

第４章　窓口総合支援システムの機能要件
4.1 前提要件 ×6 30 0 0 0 0

区窓口で利⽤する機能について、住⺠情報を安全に取り扱う観点から、⾏政情報システム仮想化基盤上またはＬＧＷＡＮ－Ａ
ＳＰで構築すること。
⾏政情報システム仮想化基盤上に構築する場合は、システム形態はWeb型とすること。
ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰの場合は、区のデータ領域が論理的に分離されている環境とすること。なお、区が保有する住⺠情報をパブ
リッククラウドサービスに持ち出すことは認めていない。
環境変化等に際しても、バージョンアップ等の⼿段で、少なくとも5年は最適な状態で利⽤できるシステムであること。

・インターネットを使⽤して、区の検索システムに接続すること
・端末の形態は、ＰＣ（Windows、MacOS）、タブレット（Android、iPad OS）、およびスマートフォン（Android、iOS）で
あること。
・対象ブラウザは、Edge、Chrome、Firefox、Safariの最新バージョンで利⽤できること。また、対象ブラウザのバージョンアップに対
応できること。
利⽤⼈数に関わらず利⽤できるか、または利⽤⼈数に応じたライセンス形態を有していること。
なお、今回の導⼊では、150名程度の職員等の利⽤を予定している。

4.2 機能要件
×20 100

0 0 0 0

システム 区⺠がパソコンやスマートフォンからインターネット経由で窓口支援システム（住⺠利⽤側）にアクセスできること。
⼿続検索 申請者の状況に応じて必要な⼿続きを抽出し、申請者にその⼿順や必要な⾏為に関する情報を提供できること。
⼿続検索 一括申請対象以外の⼿続きについても、⼿続案内が可能であること。
⼿続一覧 特定された⼿続の一覧、窓口の場所、申請時の注意事項を表示できること。  
電子申請サイトへのリンク ⼿続検索の後、電子申請を⾏う場合は、⼿続ごとに、マイナポータルや共同運営等の電子申請サイトにリンクできること。

申請データ作成機能 一括申請対象の申請書（別紙１「一括申請データ対象事務⼿続一覧」）作成において、必要な項⽬（例︓⽒名・住
所・⽣年⽉⽇・性別等）が⼊⼒できること。  

⼊⼒データ保存機能 申請者が事前に⼊⼒した内容を、区の窓口で申請者と職員が窓口受付機能で参照する。参照するための受付コード等を
申請者が窓口で提示できるような機能を提供すること。

多言語対応 ⽇本語以外の言語での対応が可能であること。英語対応は必須とする。
×20 100 0 0 0 0

⼊⼒データ読取機能 総合支所窓口において、区⺠が⼊⼒したデータを⼆次元バーコード等での読み取りやＬＧＷＡＮ－ＡＳＰからのダウン
ロード等により窓口総合支援システムの画面で表示できること。

区⺠参照機能 住⺠異動届出の受理においては届出内容に誤りがないか区⺠が必ず確認する必要がある。また、⼿続案内のための事前
⼊⼒に誤りがあった場合に正しい⼿続案内ができなくなることから、カウンターで区⺠が申請データ⼊⼒項⽬や補正内容を確
認できること。

申請データ補正（修正）機能 申請データのエラー及び⽬視による誤記・記載洩れについて、職員が操作画面上で補正（修正）できること。
文字フォント ＪＩＳ２００４に対応すること
署名機能 窓口で申請データを補正した後、申請者によるデジタル⼿書き署名ができること。  
署名機能 上記署名について、転記が必要な申請書に自動で転記ができること。
本⼈確認書類種別 窓口で本⼈確認を⾏ったあと、各申請書に本⼈確認書類の種別が転記できること。
申請書、案内書 ⼊⼒項⽬が反映された申請書と案内書について、イメージの画面表示及び印刷ができること。
申請書、案内書 ⽣成された申請書と、⼿続一覧や受付窓口が掲載された案内書を、複数の窓口で呼び出しが可能であること。
案内書 案内書の⼿続一覧に表示される窓口組織名は容易に変更が可能なこと

4.2.3　システム間連携機能 ×4 20 0 0 0 0
マスタ管理機能 CSVファイルの取り込みにより区内住所、区外住所、国名等のマスタ情報を更新できること。

4.3
×4 20 0 0 0 0

⼿続数及び住⺠異動件数 一括申請書データ作成対象の事務⼿続種別数、及び、区が想定する利⽤件数に対応できること。一括申請対象の申請
書は別紙１「一括申請データ対象事務⼿続一覧」）、件数は別紙２「住⺠異動件数実績」のとおり。

利⽤端末数 各支所区⺠課及び台場分室の窓口において、端末及び周辺機器が利⽤できること。利⽤端末数は別紙３「各支所の職
員数・端末設置数」のとおり。

ユーザー数 各区⺠課で150名の職員が利⽤できること。
支所ごとの内訳は別紙３「各支所の職員数・端末設置数」のとおり。

システム利⽤時間 住⺠側利⽤は３６５⽇、２４時間
職員側利⽤は平⽇８︓３０〜２０︓００
（休⽇開庁時利⽤もあり）

×3 15 0 0 0 0
信頼性 十分な信頼性及び可用性を持ち、障害時も即座に対応が可能なシステム構成及び保守体制とすること。ＲＴ

Ｏ（目標復旧時間）は最長８時間とすること。

4.3.3　拡張性要件 ×4 20 0 0 0 0
拡張性 住民記録システムの標準化や戸籍附票ネットワークシステム導入などの制度改正や手続の追加に伴う手続案

内や申請書の修正や追加に柔軟に対応できるような拡張性を備えること。

4.3.4　性能要件 ×1 5 0 0 0 0
性能

オンライン処理、バッチ処理の応答時間、スループットが適切であること。システムの限界条件（データ
量、処理量）下で、正常に動作すること。

×2 10 0 0 0 0
通知機能 窓口総合支援システムの各処理において検知した異常状態を通知できること。

不具合対応の仕組み 保守用に検証環境があることを前提に、不具合発生時に早急な修正対象の特定と修正計画が可能な仕組みを
用意すること。

バージョン管理 ソフトウエアのバージョン管理を適切に行える仕組みを提供すること。
妥当性検証の省力化

ソフトウエア構造を明確にし、仕様変更時や障害対応時の妥当性検証を省力化するための工夫をすること。

×2 10 0 0 0 0
クライアント端末 導入する機器について、ウイルス対策を実施し、ＵＳＢメモリ等外部媒体の入出力制限を行うこと。

アクセス制御 システム利用に当たり、取り扱う職員を認証により制御できること。
ログ取得機能 職員ごとの操作ログを保管できること。

第５章　委託業務の作業要件
5.1 設計・構築作業要件 ×4 20 0 0 0 0

本システムのプロジェクト計画、要件定義、設計構築を実施すること。プロジェクト計画策定にあたっては
区民課の業務繁忙期を考慮したスケジュールとすること。システム共通基盤及び住民情報システムとの連携
仕様調整にあたっては、各事業者との調整を行うこと。

ネットワークの設計、構築を行うこと。ただし、区の既存ネットワークへの設定変更が必要な場合は、ネッ
トワーク管理事業者に設定変更依頼を行うこと。

5.2 テスト作業要件 ×4 20 0 0 0 0
テスト作業要件

テスト計画 実施するテスト工程の詳細が記載されたテスト全体計画、個別計画（結合テスト・総合テスト）を作成して提出すること。
また、区が主体となって実施する受⼊テストについては支援すること

テスト作業 ・テスト実施要件を満たすこと。
テスト端末準備 ・運⽤テストのために、本庁舎内の区の指定する場所に検証⽤機器を配置すること。

・職員操作研修のために、令和4年３⽉までに各支所区⺠課に検証⽤機器を配置すること。
5.3 職員研修要件 ×2 10 0 0 0 0

マニュアル等資料の整備 職員がシステムを利⽤するために必要な各種資料やマニュアル整備すること。
問合せ対応 職員からの操作に関する問合せや障害対応を⾏うこと。
職員研修の実施 ・職員研修に関わる要件を満たすこと。

・システムの利⽤課向けに説明会を実施すること。
・研修内容は、区と協議して研修計画を作成し、それに基づいて実施すること。
・Web会議または動画配信での研修にも対応すること。
・区側で動画撮影する場合には区で利⽤することを許可すること。

5.4 運用事業者への引継ぎ ×2 10 0 0 0 0
運⽤事業者への引継ぎ ・本システムの運⽤管理事業者に対し、納⼊するドキュメント類を⽤いて、作成した運⽤設計の説明を⾏い、当該業者への

引継ぎをすること。
・本システムの引継ぎの計画を⽴て、区の了承を得ること。
・引継ぎ結果を報告書にまとめ納⼊すること。

5.5 運用作業要件 ×2 10 0 0 0 0
・運⽤業務の基準と計画を策定し、サービスの品質向上、システムの安定稼動、セキュリティレベルの維持など、運⽤業務全
体の管理とコントロールを実施すること。
・本区または統合運⽤管理事業者からの問合せ対応・管理を⾏うとともに、統合運⽤事業者が⾏うインシデント管理、問
題管理、オペレーション管理の結果を受けて、運⽤業務の全体を把握し、主管課をはじめ情報管理部⾨（情報政策課）
など関係者への報告や調整を実施すること。
・システムに対する変更を一元的に管理し、変更内容を評価すること。
・システムの構成情報を最新の状態で管理すること。
本システム運用管理事業者が導入する機器の定期的な稼動確認を実施すること。
・定期バックアップの世代管理は7世代とすること。なお、バックアップ対象は設計段階で決定する。
・区からの依頼により、システム構成変更作業前後のシステム領域とデータ領域のフルバックアップを取得
すること。
・IaaSで構築する環境は、仮想化基盤事業者がバックアップを行う。

5.5.5　リストア ・取得したバックアップデータを用い、区からの依頼によりリストアすること。
・IaaSで構築する環境は、仮想化基盤事業者がリストアを行う。
年度末までに年間の運用実績を取りまとめると共に、必要に応じて中長期運用作業計画、運用計画、運用実
施要領に対する改善提案を行うこと。

5.6 保守作業要件 ×2 10 0 0 0 0
1.オンサイト保守対応は、開庁日・開庁時間帯は水曜以外の場合8:30～17:30、水曜の場合8:30～19:30とす
ること。
2.オンサイト保守対応以外の時間帯に発生した障害については、翌営業日にすみやかに保守対応すること
（システム障害時の緊急対応はこの限りではないこととする）。

保守体制 ・保守業務は区に常駐しない体制で対応すること。
問合せ対応 ・事業者内に、問合せ窓口を設置すること。

・構成するハードウェア（行政情報システム仮想化基盤を除き、その他提案事業者が導入するハードウェ
ア）、ソフトウェア等は全て保守対象と考え、事業者は各構成要素の保守実態に関わらず、一括して窓口と
して機能すること。

障害対応 ・保守対象に障害が発生又は不具合が判明した場合や、緊急に必要な予防保守等の定期メンテナンス日以外
の緊急保守作業が必要となった場合は、直ちに区と調整を実施し、実施日時・作業手順等を取り決めて速や
かに保守作業を行うこと。
※土日祝日の閉庁日でも、稼動施設があるため、無条件のシステム停止は不許可
・障害発生時に、「既存システム保守事業者」、「通信回線」、「統合運用管理事業者」等の各ベンダと連
携し障害対応を行い、対応完了時に報告を行うこと。また、保守対象が障害の起因でない保守ベンダに対し
ても復旧に必要な対応を求めた場合、対応すること。

定期保守 ・予め計画を設定した上で、定期的に点検、報告を⾏うこと。
・定期システム保守作業のためのメンテナンス可能⽇は、定例スケジュール化すること。

定期報告 概ね、⽉一回程度定期報告会を開催し保守対応状況の報告を⾏うこと。開催時期は別途協議の上、決定する。

ドキュメントの維持管理 ・保守等によりドキュメント変更が発⽣した場合、納⼊済みのドキュメントを訂正すると共に、変更した設定情報等を適切に
管理すること。

ソフトウェア製品等の保守 ・改良、機能強化等によるバージョンアップの情報提供、適⽤対応を⾏うこと。
・バージョンアップによるプログラムリリースや配布について、必要性を検証した上で、システムの運⽤に支障のないよう実施でき
ること。
・対象ソフトウェアのライセンス更新、脆弱性修正パッチ適⽤、バージョンアップ版リリース等の対応は、概ね年に一度程度の
実施を想定しているが、実施有無は都度区と協議の上で決定する。

その他保守作業
・組織コード等のコード体系の変更が⾒込まれる場合に、変更可否の調査と対応⽅法（代替案を含む）の報告すること。

保守作業の改善提案 ・年度末までに、年間の保守実績を取りまとめると共に、必要に応じて中⻑期保守作業計画、保守実施要領に対する改
善提案を⾏うこと。

システム更改時の引継ぎ ・区が本システムの更改を⾏う際には、次期の情報システムにおける要件定義支援事業者及び設計・開発事業者等に対
し、作業経緯、残存課題等に関する情報提供及び質疑応答等の協⼒を⾏うこと。

第６章　実施体制及び作業の実施⽅法に関する要件 ×4 20 0 0 0 0
6.1 実施体制

実施体制 ・事業者は、本業務の履行が確実に行われるよう、本業務の全期間に渡って、必要となるスキル、経験を有
した要員を確保し体制の維持を保証すること。

提供実績 ・日本国内において、本区もしくは同規模以上の自治体において同様のシステムを提供した実績があるこ
と。

6.2 作業場所
作業場所 （１）本業務の作業場所及び作業に当たり必要となる設備、備品及び消耗品等については、受注者の責任に

おいて用意すること。また、必要に応じて担当職員が現地確認を実施することができること。
（２）検証作業については発注者が指定する場所で行うこと。

6.3 プロジェクト管理
プロジェクト管理 6.3プロジェクト管理要件を満たすプロジェクト管理を実施すること。

6.4 納入成果物
納入成果物 表4に示すドキュメントを納品すること。成果物は各業務の完了時に提出を行い、内容は区と協議し、承認

を得たものを提出すること。

項⽬ 配点 評価 評価 評価 評価
第４章　窓口総合支援システムの機能要件 330 0 0 0 0
第５章　委託業務の作業要件 80 0 0 0 0
第６章　実施体制及び作業の実施⽅法に関する要件 20 0 0 0 0

要件評価の合計 430 0 0 0 0

調達要件 コメント事業者2 事業者4 事業者5 事業者7
評価の視点

（要求について提案要求仕様書の要求事項の記載事項を満たすこと）
評価係数 最高点

採点結果

5.5.1　運用管理

5.5.2　変更・構成管理業務

5.5.3　オペレーション

4.1.1 サーバ構成（区の窓⼝利用機
能）

4.1.3 ライセンス

4.2.1　区⺠によるインターネットを利用
した⼿続検索、⼀括申請データ作成に
おける機能

4.3.1　規模要件

4.2.2　総合支所の窓⼝受付における
機能

非機能要件

4.3.2　信頼性要件

4.3.5　運用保守要件

4.3.6　セキュリティ要件

5.1.1　要件定義・設計構築作業

5.1.2　ネットワークの設計構築

4.1.2 住⺠側の利用環境

5.6.2　保守体制

5.6.3　定期保守

5.6.4　定期報告

5.5.4　バックアップ

5.5.6　運用作業の改善提案

5.6.1　保守契約時間帯

5.6.5　ドキュメントの維持管理

5.6.6　ソフトウェア製品等の保守

5.6.7　その他保守作業

5.6.8　保守作業の改善提案

5.6.9　システム更改時の引継ぎ

要求内容評価点
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港区窓口総合支援システム構築業務　一次審査　要件評価シート

一次審査（提案）

【提案内容評価点数基準】
５　特に優れたものである
４　優れたものである
３　一般的又は標準的なものである
２　やや劣るものである
１　劣るものであるまたは提案なし

事業者
2

事業者
4

事業者
5

事業者
7

第４章　窓口総合支援システムの機能要件

申請データ突合機能
申請データや窓口における入力項目について、区の住民記録システムで保持している住民データ
（氏名・住所・生年月日・性別・新旧世帯主等）と突合できること。

×3 15

0 0 0 0

外字機能 住民記録システムと同じ外字を入力・利用できること。

×1 5

0 0 0 0

転出証明書のデータ取込 転出証明書をスキャナで読取りテキストデータに変換のうえ、窓口支援システムへの取込が可能
であること。

×4 20

0 0 0 0

住民情報取込み機能

・区の住民情報をシステム連携により取り込めること。
・連携タイミングは随時連携とすること。
・区の住民記録システム（または住民情報を連携するシステム共通基盤）のインターフェースに
対応すること。

×3 15

0 0 0 0

住民記録システムへのデータ連携機能

補正後の申請データのうち、住民記録システムの異動に関わる届出については、区の住民記録シ
ステムに連携できること。連携タイミングは随時連携とすること。なお、区の住民記録システム
のインターフェースに対応すること。住民記録システムのインターフェースは参考資料５のとお
り。

×2 10

0 0 0 0

システムの改善について区民や職員の意見を反映させられること。

×2 10

0 0 0 0

来庁する手続と電子申請で行う手続を区別なく、複数手続を選択し一括で申請データが作成され
る仕組みについて提案してください。

×2 10

0 0 0 0

4.3.4.2 画面
画面遷移及び画面内の入力は、ファンクションキーを効果的に使用するなど、窓口で迅速な対応
ができるようにすること。

×1 5

0 0 0 0

第５章　委託業務の作業要件

5.5.7 区の作業負荷軽減 統合運用管理事業者または区の作業負荷軽減や費用抑制につながる具体的な手法を提案するこ
と。

×3 15

0 0 0 0

5.6.10 障害時の原因切り分け
・システムにおいて問題が発生した場合に、原因の切り分けから障害対応までスムーズに行うた
めの具体的な対応方法を提案すること。

×2 10

0 0 0 0

項⽬ 配点 評価 評価 評価 評価
第４章　窓口総合支援システムの機能要件 90 0 0 0 0
第５章　委託業務の作業要件 25 0 0 0 0

提案評価の合計 115 0 0 0 0

4.3.3 複数手続の一括電子申請への拡張性
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港区窓口総合支援システム構築業務　一次審査　要件評価シート
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1 価格評価について
見積書を基に見積金額から次式により算出する。
【計算式】
価格点＝（各社評価価格の平均額／当該評価価格）×配点（115点）×０．５

なお、価格点は、115点を超えた場合は、115点を上限とし、0点を下回った場合は、０点
を下限とする。 115 #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※価格点、評価点は小数第一位を四捨五入した数値を表示しています。

価格点

第一次審査（価格）

項
番

評価の観点 配点 提案価格（単位：円）

（各社提案価格の平均額／当該提案価格）×配点（点）×０．５

合計

事務局採点
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港区窓口総合支援システム構築業務　一次審査　要件評価シート

⼀次審査合計点
事業者2 事業者4 事業者5 事業者7

要求事項 0 0 0 0

提案事項 0 0 0 0

価格評価 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 小数点以下は四捨五⼊

小計 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

区内事業者加点 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 要求事項、提案事項、価格評価合計の5％

ワークライフバランス推進加点 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 要求事項、提案事項、価格評価合計の5％

一次審査合計 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
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